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2053年：１億人を下回る

（千人） （千人）（左目盛）

2030年以降は５年ごと
に300万人以上の人口
が減少する

日本の人口の推移と将来人口

１

⃝ 我が国の人口は、2008年の１億2,808万人をピークに減少している。
⃝ 国立社会保障・人口問題研究所の推計（平成29年推計（出生・死亡中位推計））によると、2053年に

は１億人を下回り（9,924万人）、2065年には8,808万人になるとされている。

我が国の人口の推移と将来推計人口

出典：2015年までは総務省「国勢調査」、2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所 「日本の将来推計人口（平成29年推計） 」をもとに作成

（右目盛）

推計

（年）

人口増加数

総人口



愛知県の人口の推移

２

⃝ 本県の人口は2017年10月１日時点で752万6,911人となっており、我が国の人口が減少す
る中にあって、人口増加を維持している。

出典：愛知県県民文化部統計課「あいちの人口」をもとに作成 ※総人口は各年10月１日現在、人口増加数は前年10月～当年９月
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愛知県の人口増減数の推移（要因別）

３
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2万1,588人

△2,368人

出典：愛知県県民文化部「あいちの人口」をもとに作成 ※人口増減数は前年10月～当年９月

愛知県の人口増減数の推移（要因別）

⃝ 本県の人口の自然増減数は、2017年に初めて減少に転じている。一方で、社会増減数
は、良好な経済環境の中で、２年連続で２万人を超え、社会増によって人口増加を維持し
ている状況にある。

（年）
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合計特殊出生率の推移

４出典：厚生労働省「人口動態調査」をもとに作成※2017年は概数

⃝ 合計特殊出生率は、1975年に人口置換水準（2.07）を下回り、2003年には1.32まで低下したが、そ
の後は緩やかな上昇傾向が続いてきた。2017年の合計特殊出生率（概数）は、1.54となっている。

⃝ 大都市圏の出生率が低い水準にある中で、全国平均（1.43）を上回り、全国18位となっている。

都道府県別合計特殊出生率（2017年（概数））愛知県の合計特殊出生率の推移
1971年
2.28

1975年
2.02

2003年
1.32

2017年
1.54

順位 都道府県 合計特殊出生率

1 沖縄県 1.94 

2 宮崎県 1.73 

3 島根県 1.72 

4 長崎県 1.70 

5 鹿児島県 1.69 

18 愛知県 1.54

39 大阪府 1.35 

39 秋田県 1.35 

41 千葉県 1.34 

41 神奈川県 1.34 

43 奈良県 1.33 

44 京都府 1.31 

44 宮城県 1.31 

46 北海道 1.29 

47 東京都 1.21 20
17 （年）



人口の自然増減・社会増減
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社会増は東京圏に集中

⃝ 自然増は沖縄県のみとなっている。社会増は東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県、愛知
県、福岡県、大阪府などの１４都府県で、東京圏に集中している。

都道府県別 人口の自然増減・社会増減（2016.10～2017.９）

出典：総務省「人口推計」をもとに作成



愛知県の人口の推移と将来人口推計（年齢３区分）

６

⃝ 国立社会保障・人口問題研究所（社人研）が2018年３月に公表した将来人口推計によると、本県の
人口は2020年をピークに減少に転じ、2045年には、689万9千人に減少する見込みとなっている。

⃝ 年少人口（0～14歳）、生産年齢人口（15～64歳）が減少する一方で、65歳以上の高齢者が大きく増
加している。今後、団塊の世代が75歳以上となる2020年～2025年にかけて、75歳以上の人口が増
加し、65～74歳の人口を大きく上回ると推計される。

出典：2015年までは総務省「国勢調査」、2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成2018年推計）」をもとに作成

愛知県の人口の推移と将来人口推計（年齢３区分） 高齢者（65歳以上）の人口の推移と将来推計
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2025年 2035年 2045年

① 千種区
② 東区
③ 北区
④ 西区
⑤ 中村区
⑥ 中区
⑦ 昭和区
⑧ 瑞穂区

⑨ 熱田区
⑩ 中川区
⑪ 港区
⑫ 南区
⑬ 守山区
⑭ 緑区
⑮ 名東区
⑯ 天白区

名古屋市

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（2018.3推計）

市町村別推計人口（社人研推計（2018年３月） ）

⃝ 国立社会保障・人口問題研究所（社人研）が2018年３月に公表した市区町村別推計人口による
と、名古屋市近郊の尾張東部地域や産業が集積する西三河地域などで当面人口増加が続く一
方、三河山間地域や知多半島南部などで人口減少が急速に進むことが見込まれている。

⃝ ５年前の社人研推計（2013年３月推計）と比較すると、全体的な傾向は変わらないものの、名古
屋市東区や中区といった名古屋都心部や常滑市などが上方修正されている一方、美浜町やみ
よし市、東郷町などが下方修正されている。

市町村別推計人口

（対2015年比）
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男女・年齢階級別の人口移動の状況

▲ 614
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本県と地域ブロック別の転出入状況（年齢（５歳階級）、男女別）

⃝ 男性では、15～29歳で東海、関西、九州・沖縄などを中心に大幅な転入超過となっているが、東
京圏（東京・埼玉・千葉・神奈川）に対しては、15～19歳、20歳代で転出超過が他の年齢より大き
くなっている。

⃝ 女性では15～29歳で転入超過となっているが、超過数は男性ほど大きくない。東京への転出超
過数は男性より大きく、特に大学卒業後の就職時に当たる20代前半が顕著。

【男性】 【女性】

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 をもとに作成※2017年1月1日から12月31日までの移動の計、日本人のみ

（人） （人）

（歳） （歳）

８

転
入
超
過

転
出
超
過

転
入
超
過

転
出
超
過



15～24歳の東京圏への転出超過数の推移

９
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⃝ 愛知県の15～24歳の東京圏への転出超過数は増加傾向にあり、特に就職期にあたる20～24
歳で増加している。

⃝ 男女別にみると、特に女性の増加傾向が顕著となっている。

（人）

（人）
（人）

（年） （年）

15～24歳の東京圏への転出超過数の推移

【男性】 【女性】

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 をもとに作成※2017年1月1日から12月31日までの移動の計、日本人のみ
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人口の男女性比

１０

⃝ 20～39歳の男性100人に対する同世代の女性数を都道府県別に見ると、愛知県は全国で２番
目に少ない。

20～39歳の男性100人に対する同世代の女性数（都道府県別）

出典：総務省「住民基本台帳に基づく、人口、人口動態及び世帯数調査」もとに作成※2018年１月１日現在、日本人のみ

全国：95.6
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東京圏への転出超過が多い上位10道府県

１１

全国（東京圏を除く）から東京圏に流入する
人口のうち、５３．２％が上位１０道府県

全国（東京圏を除く）⇒東京圏：119,779人
上位１０道府県 ⇒東京圏：63,664人

⃝ 愛知県の東京圏への転出超過数は7,164人で、全国との比較では大阪府（10,657人）、兵
庫県（7,356人）に次いで、３番目に多い。大都市や地方の拠点都市を抱える道府県が上
位となっている。

（人） 東京圏への転出超過が多い上位10道府県

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 をもとに作成※2017年1月1日から12月31日までの移動の計、日本人のみ
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東三河
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尾張（名古屋以外）

総計

５歳階級別転入超過数 名古屋（男性）

５歳階級別転入超過数 名古屋（女性）

⃝ 名古屋地域の転出入は、4,874人の転入超過となっている。尾張、東京圏以外は県内外全ての地
域に対して転入超過となっている。

⃝ 男女ともに、20歳代前半の若者層を中心に転入超過となっている。

名古屋地域における転出入の状況（2017年）

2014年 2015年 2016年 2017年

転入超過数（県内） 1,673人 2,490人 2,422人 1,883人

転入超過数（県外） 3,607人 4,786人 3,528人 2,991人

転入超過数（総計） 5,280人 7,276人 5,950人 4,874人

県外
（東京圏）
-2,936人

尾張
（名古屋以外）

-3人

西三河
1,355人

県外
（東京圏、岐阜県、
三重県以外）
3,243人

三重県
1,160人

東三河
531人

岐阜県
1,524人

(人）

(人）

(歳）

(歳）

地域別の転出入の状況①（名古屋）

転出超過数 1-500人

転出超過数 501-2,000人

転出超過数 2,001-

転入超過数 1-500人

転入超過数 501-2,000人

転入超過数 2,001-

１２出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 をもとに作成※2017年1月1日から12月31日までの移動の計、日本人のみ
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県外（東京圏以外）
総計

５歳階級別転入超過数 尾張北東部（男性）

５歳階級別転入超過数 尾張北東部地域（女性）

⃝ 尾張北東部地域の転出入は、311人の転出超過となっている。西三河、東三河、東京圏以外の県
外に対して転入超過、名古屋、尾張、東京圏に対しては転出超過となっている。

⃝ 男女ともに、20歳代前半が転出超過、20歳代後半から30歳代前半を中心に転入超過となってい
る。

尾張北東部地域における転出入の状況（2017年）

2014年 2015年 2016年 2017年

転入超過数（県内） 1,788人 1,573人 537人 15人

転入超過数（県外） 54人 110人 46人 ▲326人

転入超過数（総計） 1,842人 1,683人 583人 ▲311人

尾張（名古屋、
北東部を除く）

-592人

名古屋
-366人

西三河
879人 東三河

94人

県外
（東京圏）
-1,465人

県外
（東京圏、岐阜県以外）

681人

県外
（岐阜県）
458人

(人）

(人）

(歳）

(歳）

地域別の転出入の状況②（尾張北東部）

転出超過数 1-1,000人

転出超過数 1,001-

転入超過数 1-1,000人

転入超過数 1,001-

１３出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 をもとに作成※2017年1月1日から12月31日までの移動の計、日本人のみ
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県外（東京圏以外）
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５歳階級別転入超過数 尾張西部・海部（男性）

⃝ 尾張西部・海部地域の転出入は、936人の転入超過となっている。名古屋、尾張、東京圏以外の
県外に対して転入超過、西三河、東三河、東京圏に対しては転出超過となっている。

⃝ 男女ともに、10歳代後半から20歳代前半を中心に転出超過、20歳代後半から40歳代前半を中心
に転入超過となっている。

尾張西部・海部地域における転出入の状況（2017年）

2014年 2015年 2016年 2017年

転入超過数（県内） 410人 ▲146人 285人 977人

転入超過数（県外） 101人 ▲284人 ▲74人 ▲41人

転入超過数（総計） 511人 ▲430人 211人 936人

尾張（名古屋、西
部・海部を除く）

487人

名古屋
726人

県外
（東京圏）
-831人

県外
（東京圏、岐阜県、
三重県以外）

７人

東三河
-29人

西三河
-207人

県外
（岐阜県）

503人

県外
（三重県）
280人

５歳階級別転入超過数 尾張西部・海部（女性）

(人）

(人）
(歳）

(歳）

地域別の転出入の状況③（尾張西部・海部）

転出超過数 1-500人

転出超過数 501人-

転入超過数 1-500人

転入超過数 501人-

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 をもとに作成※2017年1月1日から12月31日までの移動の計、日本人のみ
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５歳階級別転入超過数 知多（男性）

５歳階級別転入超過数 知多（女性）

⃝ 知多地域の転出入は、257人の転入超過となっている。尾張、西三河、東三河、東京圏以外の県
外に対して転入超過、名古屋、東京圏に対しては転出超過となっている。

⃝ 男性は、10歳代後半から20歳代前半を中心に転入超過となっている。女性は、20歳代前半と30歳
代前半を中心に転入超過となっている。

知多地域における転出入の状況（2017年）

2014年 2015年 2016年 2017年

転入超過数（県内） 234人 282人 433人 184人

転入超過数（県外） 115人 725人 614人 73人

転入超過数（総計） 349人 1,007人 1,047人 257人

県外
（東京圏）
-428人

名古屋
-357人

尾張
（名古屋、知多以外）

105人

西三河
341人

県外
（東京圏、岐阜
県、三重県以外）

339人

東三河
95人

県外
（岐阜県）
91人

県外
（三重県）
71人

(人）

(人）

(歳）

(歳）

地域別の転出入の状況④（知多）

転出超過数 1-200人

転出超過数 201人-

転入超過数 1-200人

転入超過数 201人- -400
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出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 をもとに作成※2017年1月1日から12月31日までの移動の計、日本人のみ
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５歳階級別転入超過数 西三河（男性）

⃝ 西三河地域の転出入は、337人の転入超過となっている。東三河、東京圏以外の県外に対して転入
超過、名古屋、尾張、東京圏に対しては転出超過となっている。

⃝ 男性は、10歳代後半から20歳代前半を中心に大幅な転入超過、20歳代後半以降は転出超過傾向
となっている。女性は、10歳代後半と20歳代後半が転入超過、30歳代以降は転出超過傾向となって
いる。

西三河地域における転出入の状況（2017年）

2014年 2015年 2016年 2017年

転入超過数（県内） ▲3,265人 ▲2,901人 ▲2,548人 ▲2,137人

転入超過数（県外） 2,677人 3,249人 2,746人 2,474人

転入超過数（総計） ▲588人 348人 198人 337人

名古屋
-1,355人

尾張
（名古屋以外）
-1,013人

県外
（東京圏）
-829人

県外
（岐阜県）
440人

県外
（東京圏、岐阜県、
三重県以外）

2,400人

東三河
231人

５歳階級別転入超過数 西三河（女性）

(人）

(人）

(歳）

(歳）

地域別の転出入の状況⑤（西三河）

県外
（三重県）
463人

転出超過数 1-300人

転出超過数 301-1,000人

転出超過数 1,001人-

転入超過数 1-300人

転入超過数 301-1,000人

転入超過数 1,001人-

１６出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 をもとに作成※2017年1月1日から12月31日までの移動の計、日本人のみ
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県外
（東京圏）
-675人

県外
（東京圏、静岡県以外）

307人

名古屋
-531人

尾張
（名古屋以外）

-160人

西三河
-231人

県外
（静岡県）
36人

５歳階級別転入超過数 東三河（男性）

５歳階級別転入超過数 東三河（女性）

⃝ 東三河地域の転出入は、1,254人の転出超過となっている。東京圏以外の県外に対して転入超過、
名古屋、尾張、西三河、東京圏に対しては転出超過となっている。

⃝ 男女ともに、20歳代を中心に転出超過となっている。

東三河地域における転出入の状況（2017年）

2014年 2015年 2016年 2017年

転入超過数（県内） ▲840人 ▲1,298人 ▲1,129人 ▲922人

転入超過数（県外） ▲364人 ▲264人 ▲595人 ▲332人

転入超過数（総計） ▲1,204人 ▲1,562人 ▲1,724人 ▲1,254人

(人）

(人）

(歳）

(歳）

地域別の転出入の状況⑥（東三河）

転出超過数 1-300人

転出超過数 301人-

転入超過数 1-300人

転入超過数 301人-

１７出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 をもとに作成※2017年1月1日から12月31日までの移動の計、日本人のみ



◆実施期間：平成３０年１月１６日～１月２９日

◆対象者：
１８歳～３９歳の女性で、

① 現在、東京圏在住で、愛知県での居住経験※２がある人
② 現在、愛知県在住で、東京圏での居住経験※３がある人

◆回答者数：① 東京圏在住者（愛知県での居住経験あり）：４１３人
② 愛知県在住者（東京圏での居住経験あり）：２０２人

若年女性の東京圏転出入に関する意識調査

〇東京圏※１・愛知県の若年女性を対象に、インターネットアンケートによる意識調査を実施

〇進学時や就職時の意識、現在の暮らしや仕事の満足度などを調査

＜概要＞

＜主な質問項目＞

◆大学等進学時の行動や考え方：
東京圏（又は愛知県）の大学等に進学した理由、誰の意見を参考にしたか など

◆就職時の行動や考え方：
東京圏（又は愛知県）の企業等に就職した理由、就職した際のキャリアに対する考え方 など

◆東京圏・愛知県の魅力・満足度：
働くこと・暮らすことに関する、東京圏（愛知県）で実現できること など

※１ 東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県の１都３県のこと
※２ 高校等卒業時・大学等進学時・大学等卒業後最初の就職時のいずれかで、一度でも「愛知県」での居住経験がある人
※３ 高校等卒業時・大学等進学時・大学等卒業後最初の就職時のいずれかで、一度でも「東京圏」での居住経験がある人

この他に、調査受託者である三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社が、愛知県から転出していない18歳～39歳の女性
を対象とした同様の独自調査を実施しており、分析においては、その調査結果も活用している。 １８



大学等進学時の行動や考え方

Q：進学先を選択した理由

⃝ 大学等への進学の際に東京圏に転出した女性の進学先の選択理由としては、「親元・地元を離れ
たかったから」（25.3％）の割合が最も高く、次いで、「学びたい学部・学科があった、学びたい教授・
講師等がいたから」（21.3％）、「東京圏で暮らしたかったから」（14.7％）の割合が高い。

※１ 高校等卒業時に愛知県に居住、東京圏の大学等に進学、東京圏で就職、現在は東京圏に在住の女性
※２ 高校等卒業時に愛知県に居住、愛知県の大学等に進学、愛知県で就職、現在は愛知県に在住の女性（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング㈱による独自調査）
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自宅から通学したかったから（親元・地元を離れたくなかったから）

親元・地元を離れたかったから

経済的な理由があったから

東京圏で暮らしたかったから

大学等の知名度やブランドイメージが高かったから

卒業後に愛知県又は東京圏の企業等に就職したかったから

学びたい学部・学科があった、学びたい教授・講師等がいたから

自分の学力水準（偏差値）にあっていたから

こだわりはなかった

その他

(％)
大学等への進学の際に東京圏に転出した女性※１(n=75)
愛知県から転出していない女性※２(n=173)

１９



大学等進学時の行動や考え方

Q：進学先を決める際に誰の意見を参考にしたか

⃝ 進学先を決める際に誰の意見を参考にしたかについて、愛知県から転出していない女性では、「母
親」の割合が28.9％と、大学等への進学の際に東京圏に転出した女性よりも高くなっている。
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学校の担任、進路担当、その他の教員
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母親

両親以外の親族(兄弟・姉妹、祖父母など)

学校の先輩、友人

塾・予備校の先生・チューター

特にいない(自分で決めた)

その他

(％)

大学等への進学の際に東京圏に転出した女性※１(n=75)
愛知県から転出していない女性※２(n=173)

※１ 高校等卒業時に愛知県に居住、東京圏の大学等に進学、東京圏で就職、現在は東京圏に在住の女性
※２ 高校等卒業時に愛知県に居住、愛知県の大学等に進学、愛知県で就職、現在は愛知県に在住の女性（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング㈱による独自調査） ２０



就職時の行動や考え方

Q：就職先を選択した理由

⃝ 愛知県の大学等を卒業した後、最初の就職の際に東京圏に転出した女性の就職先の選択理由と
しては、「やりたい仕事があったから」（47.6％）の割合が最も高く、次いで「親元・地元を離れた
かったから」(14.3%)、「こだわりはなかった」(11.9％）、「仕事の内容に関わらず東京圏で暮らした
かったから」(9.5％）の割合が高い。
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仕事の内容に関わらず愛知県または東京圏で暮らしたかったから

やりたい仕事があったから

自宅から通勤したかったから（親元・地元を離れたくなかったから）

親元・地元を離れたかったから

企業等の知名度・ブランドイメージが高かったから

企業等の業績が良かった・将来性があったから

給料が高いから

こだわりはなかった

その他

愛知県の大学等を卒業した後、最初の就職の際に東京圏に転出した女性※１(n=42)

東京圏の大学等に進学し、就職等で愛知県にＵターンした女性※２(n=28)

愛知県から転出していない女性※３(n=183)

（％）

※１ 高校等卒業時に愛知県に居住、愛知県の大学等に進学、東京圏で就職、現在は東京圏に在住の女性
※２ 高校等卒業時に愛知県に居住、東京圏の大学等に進学、愛知県で就職、現在は東京圏に在住の女性
※３ 高校等卒業時に愛知県に居住、愛知県の大学等に進学、愛知県で就職、現在は愛知県に在住の女性（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング㈱による独自調査） ２１



就職時の行動や考え方

Q：就職先を決める際に誰の意見を参考にしたか。
＜最初の就職の際に東京圏に転出した女性※１、東京圏の大学等に進学し、就職でＵターンした女性※２ 、愛知県から転出していない女性※３

の比較＞

⃝ 就職先を決める際に誰の意見を参考にしたかについて、最初の就職の際に東京圏に転出した女性
では、７割程度が「特にいない（自分で決めた）」と回答しているのに対し、東京圏の大学等に進学し、
就職でＵターンした女性では、「特にいない（自分で決めた）」は５割強に留まり、「母親」の割合が
32.1％と高くなっている。
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学校の教官、就職担当、その他の教員

父親

母親

両親以外の親族(兄弟・姉妹、祖父母など)

学校の先輩、友人

塾・予備校の先生・チューター

特にいない(自分で決めた)

その他

(％)

愛知県の大学等を卒業した後、最初の就職の際に東京圏に転出した女性(n=42)
東京圏の大学等に進学し、就職等で愛知県にＵターンした女性(n=28)
愛知県から転出していない女性(n=183)

※１ 高校等卒業時に愛知県に居住、愛知県の大学等に進学、東京圏で就職、現在は東京圏に在住の女性
※２ 高校等卒業時に愛知県に居住、東京圏の大学等に進学、愛知県で就職、現在は東京圏に在住の女性
※３ 高校等卒業時に愛知県に居住、愛知県の大学等に進学、愛知県で就職、現在は愛知県に在住の女性（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング㈱による独自調査） ２２



就職時の行動や考え方

Q：就職時のキャリア形成に対する考え方
＜最初の就職の際に東京圏に転出した女性※１と愛知県から転出していない女性※２の比較＞

⃝ 就職当時のキャリア形成に対する考え方について、愛知県の大学等を卒業した後、最初の就職の
際に東京圏に転出した女性は、転出していない女性に比べ、「キャリアアップ志向が強かった」
(28.6％）、「キャリアアップ志向は強くなかったが、結婚・出産後も働き続けたかった」（38.1％）の割
合が高い。
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キャリアアップ志向が強かった

キャリアアップ志向は強くなかったが、結婚・出産後も働き続けたかった

結婚・出産するまで働ければよかった

こだわりはなかった

その他

(％)

愛知県の大学等を卒業した後、最初の就職の際に東京圏に転出した女性(n=42)
愛知県から転出していない女性(n=183)

キャリアアップ志向は強くなかったが、
結婚・出産後も働き続けたかった

※１ 高校等卒業時に愛知県に居住、愛知県の大学等に進学、東京圏で就職、現在は東京圏に在住の女性
※２ 高校等卒業時に愛知県に居住、愛知県の大学等に進学、愛知県で就職、現在は愛知県に在住の女性（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング㈱による独自調査）

２３
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東京圏在住者(n=413) 愛知県在住者(n=202)

職場
環境

地域
環境

ﾜｰｸ･ﾗ
ｲﾌ･ﾊﾞﾗ
ﾝｽ

働く環境について

⃝ 東京圏では、「本社や拠点があり、企業等の中枢で働くことができる」、「女性にとって職業の選択肢
が多く、やりたい仕事ができる」、「転職・起業のチャンスが多い」など、仕事の内容や活躍の機会、
職場環境に関する項目で愛知県を大きく上回っている。

⃝ 一方で、愛知県では、「雇用や給料が安定している」、「本社や拠点があり、企業等の中枢で働くこと
ができる」、「職場と勤務地が近く、混雑も少ないなど通勤環境が良い」などが上位に挙げられてお
り、通勤環境の良さやワーク・ライフ・バランスに関する項目で東京圏を上回っている。

Q：東京圏又は愛知県で働くことに関する各項目について、実現できる環境が整っていると思うか。
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東京圏在住者(n=413) 愛知県在住者(n=202)

活躍の
機会

仕事
内容

待遇・
労働
時間

女性にとって職業の選択肢が多
く、やりたい仕事ができる

キャリアアップできる

転職・起業のチャンスが多い

本社や拠点があり、企業等の中
枢で働くことができる

人があこがれるようなキラキラし
た部署で働くことができる

大きなプロジェクトやグローバル
なビジネスに携わることができる

給料が高い

雇用や給料が安定している

時間外労働が少ない

人があこがれるようなオフィスで
働くことができる

男性と同じ条件で働ける環境が
ある

行政の育児支援、親の支援等、
出産後も働きやすい環境がある

職場と勤務地が近く、混雑も少
ないなど通勤環境が良い

仕事にゆとりがあり、ストレスが
少ない

仕事と生活のバランスがとりや
すい

総合的にみて希望する働き方が
実現できる環境にある

※ 各回答割合は、質問に対して、「思う」または「やや思う」と回答した割合の計

（％）（％）
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暮らす環境について

Q：東京圏又は愛知県で暮らすことに関する各項目について、実現できる環境が整っていると思うか。
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娯楽・
文化

日常
生活・
住まい

⃝ 暮らす環境が整っているかについて、東京圏では「公共交通機関が充実している」のほか、「夜遅く

ても買い物や飲食、娯楽を楽しむことができる」、「最先端の文化・芸術や流行に触れることができ
る」など、娯楽・文化に関する項目で愛知県を大きく上回っている。

⃝ 一方、愛知県では、「自動車でどこへでも移動できる」、「住宅の住み心地が良い」、「都市と田園双
方の魅力を堪能できる」などで、東京圏を大きく上回っている。

※ 各回答割合は、質問に対して、「思う」または「やや思う」と回答した割合の計

最先端の文化・芸術や流行に
触れることができる
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が充実している

習い事など自己研鑽の機会に
恵まれている
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楽を楽しむことができる

物価が安い

日常の買い物が便利

食べ物がおいしい

住宅（家賃・住宅ローン）の費
用が少ない

住宅の住み心地が良い
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自然が豊か

都市と田園双方の魅力を堪能
できる

歴史や伝統文化に触れること
ができる

公共交通機関が充実している

自動車でどこへでも移動でき
る

保育所などの子育て環境が充
実している

学校など教育環境が充実して
いる

親や親戚、親しい友人が近く
にいる

地域のコミュニティがしっかりし
ていて人間関係が良好

総合的にみて希望する暮らし
方が実現できる環境にある

（％）
（％）

２５


